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1 　趣旨
　サブサハラ・アフリカにおいて地方分権化は様々な側面で進展している。
地方分権化には行政の分権化、政治の分権化、開発の分権化の側面があり、
地域振興は分権化する行政や政治とも密接に関係している。その中で開発
の分権化は行政や政治の分権化に比べると遅れをとってきたが、政治権限
の委譲や複数政党制の導入によって地方の政治機構の確立が進むにつれて
地域レベルでの要求が高まったといえる（Hussein 2004）。それに対応す
る形でマラウイ政府は開発権力の分散化を促進することとなった。これに
よって地方の開発に対する潜在的な要求が掘り起こされ、農村住民から地
方政治を通して伝えられる仕組みが形成され始めたとも言える。
　マラウイにおける地域の開発は、農業技術の改良普及や農産品の作付面
積拡大、そして増収への取り組みといった伝統的なアプローチからみれば
地方分権化以前より取り組まれてきた。しかしこれはトップダウン型の政
策実施であり、地域振興の発想が前提とする開発の主体としての住民や生
産者を想定しておらず、地方住民が地域のあり方を決める機会は限定的で
あった。加えてマラウイでは植民地期のプランテーションに歴史的経緯を
もつ大規模農場（エステート）が独占的な地域開発の体制を作り上げてお
り、地域の農産品流通もバンダ元大統領親族の所有する企業集団プレスグ
ループと政府所有の農業開発マーケティング公社（ADMARC）を通した
体制下にあった。それによって農民の作付け選択や農産品売却は大きく影
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響を受け、結果として地場産品の開発や流通が遅れてきた（Chingaipe & 
Leftwich 2007）。また独立前の鉄道敷設をはじめとする交通インフラ整備
とそれを踏襲した独立後の交通インフラの開発過程によって国土中央部
および南部のエステート集中地域がモザンビーク・ベイラ港に繋がったこ
とで同国中部南部が開発回廊に組み込まれ、構造的に北部の開発が遅れる
ようになった。独立後、エステートはマラウイでは数少ない投資対象とし
て広く注目され、一部はマラウイ人政治家の所有となり、一部は多国籍の
投資者に買収され、またマラウイ開発公社（MDC）やプレスグループに
よっても所有されたことで地域の開発体制は維持されてきた（Pryor and 
Chipeta 1990, Livingston 1984）。
　その後、1990年代半ばのバンダ政権末期からムルジ政権への移行後、世
界銀行やUNDP、欧州委員会、米国国際開発庁（USAID）などの開発援
助機関による貧困削減戦略の政策指導のもと、小規模生産者や地方生産者
の役割が開発政策的に見直されるようになり、ローカルレベルに開発が
根付くことを念頭にした方法論が模索されるようになった。このような
言わば開発援助のローカリゼーションにおいて、ローカルレベルの持続可
能な開発と、地域資源の役割に援助機関と現地開発行政は注目することと
なり、その持続的な活用が検討されるようになった（坂元 1992、Kachale 
1999）。そこへ地域資源や人的資源を活かした活動が地域住民に根付くこ
とで課題が改善されるという一村一品運動の概念がマラウイに紹介され、
2003年には正式なマラウイ一村一品運動（OVOP1）として政府の開発プロ
グラムとなった。
　2003年に当時のムタリカ大統領により急きょ導入が決定されたOVOP
は総選挙の前年に導入実施となったこともあり、農産品加工活動の開始が
急がれた（吉田 2006）。大統領の意思決定を受けて全国各地でローカルレ
ベルの開発アクターが一斉に導入を試みることになり、地域リーダーや開
1　Malawi One Village One Product Movement: OVOP
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発行政職員、開発援助機関の現地職員はOVOP普及本部へ提案を寄せる
ことになった。本論ではこのような様々なレベルの開発アクターによる導
入時の関与が地域生産者の一村一品づくりにどう影響するのかに注目した。
特に開発介入の影響を空間的な意味から比較検討するために、導入初期に
OVOPに参加した10組合を対象に、意思決定過程の空間認識に開発介入が
いかなる影響を及ぼしているのか、影響の如何に応じてその生産活動にど
のような変化が生じるかを検討することとした2。
　ここで注目している「空間認識にもとづく意思決定」についてであるが、
地域生産者による地域資源の選択や加工産品の販売市場の設定は、生産活
動の中でも特に空間領域認識に基づいた経営判断が求められるところであ
る。たとえば生産活動を維持する空間的範囲の想定とは、過度な費用と時
間をかけずつまり収益を維持できる費用内での原材料調達方法を想定する
作業である。また産品を運搬し販売するマーケットの空間的な範囲設定に
ついても、周辺地域での集落の分布や消費のあり方を踏まえつつ輸送費負
担が可能な空間についての認識とそれに基づく出荷の判断が求められる。
これは一生産者として、また組合や生産者組織など組織としても生産活動
維持において重要な意思決定である。
　この空間領域的な意思決定に注目している理由は以下の通りである。
OVOPはそもそもコミュニティやローカルレベルの貧困削減を念頭に、「地
域コミュニティ」や「ローカリティ」という空間的な領域での開発を想定
している。その一方で、そこに開発介入側が持ち込むのは生産者組織の組
合化支援や、活動に対する融資を含む金融支援、そして生産加工にかかる
技術指導、さらに市場開拓に関わるマーケティング支援であり、生産組合
2　本論ではかつて行ったベース調査（2007年9月9日～21日、2008年12月13日～
20日）のデータと、2012年3月7日～25日にJICA短期専門家（マラウイ一村一品
運動運営指導）として派遣された際の聞き取り調査の結果と運営指導セミナー
でのグループ面談調査（標準化質問票調査およびインデプス調査）の記録をつ
なぎ、それらを新たに空間領域論の視点から概念化した上で、分析し執筆した
ものである。
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はこれらの要素を選択的に利用している。これらの開発支援は従来型のマー
ケティング支援を中心にした企業開発支援と変わらず、また食品加工の技
術指導は従来型の職能開発のままである。ローカリティを強調した制度で
ありながらも具体的なローカリティを反映する方法を欠いた従来型のアプ
ローチが使用されている状況下で、生産者側がローカリティを反映させる
プロセスをどのように自ら構築するのかを検討することを大きな目的とし
て空間領域的な意思決定に注目しているのである。
2 　生産者組織による地域資源の認識と地域振興的発想
　ローカルレベルでの開発過程において地域の資源を活かしながら、地域
人材を育て生産を拡大する発想は1970年代に始まる「適正技術アプローチ」
と類似している。開発途上国における適正技術アプローチはその地域にあ
る資源や人材、容易に維持管理できる技術を活用することや、地域特性や
地域ニーズにあった技術を活用することであり、この前提条件は地域振興
の発想とも共通している（吉田 2008）。マラウイでは前節でふれたように
OVOPの導入実施前から農村の零細企業振興や雇用創造を目的とするよう
な政策やプログラムがあった。例えば零細企業融資や職業技術指導、そし
てワンストップサービスのような形で一つの開発行政窓口で多面的に支援
事業を提供するビジネス・ディベロップメント・サービス（BDS）や共同
作業所（ファクトリーシェル3）などがそうである。その後適正技術アプロー
チの発想を踏まえてUNDPや英国の開発援助では適正技術協力が実施され、
地域資源を活用する技術指導がマラウイ企業開発信託基金（DEMAT4）の
技術指導事業（1986年設置）で、またマラウイ産業調査訓練開発センター
3　テナント式の共同工場・作業所。テナント毎に使用スペースが明確に線引き
されている。
4　DEMAT: Development of Malawi Enterprise Trust
155
吉田　マラウイの農村における生産者組織の空間認識と実践
（MIRTDC5）（1991年設置）、青少年ジェンダーコミュニティ省の適正技術
指導センター（ATTIGA6）（1991年設置）でも実施されるようになってい
る7。このような適正技術の開発実践はその後、参加型開発論の影響を受け
てアメリカ開発援助庁（USAID）が支援する「持続可能な資源管理のた
めのコミュニティパートナーシップの構築プログラム（COMPASS8）」の
ような形で地域振興の役割も担うようになっている9。
　COMPASSでは地域に基盤をおいた収益活動を支援する目的で、1994
年から2004年にかけて520億ドルが支出されており、その大半は森林再生
を目的に植林や果樹苗木栽培、野生生物管理に使われ、実際に事業期間中
に360万本が植林されている。COMPASSにおいて適正技術アプローチは
農外活動支援に用いられており、家計収入創出や食糧補給活動のためにい
くつかの分野で技術指導が実施された。具体的には養蜂や木炭、ホロホロ
チョウ飼育を含む野生動物の家畜化、薬草栽培、エコツーリズムなどの指
導が行われている（Mauambeta 2006）10。
　これらの動きと重なるタイミングで1990年代より日本では主にJICA九
州において一村一品運動の開発途上国への紹介と実施方法が検討され、マ
ラウイへのOVOPの紹介が始まっている。具体的にはこの時期から途上
国の開発行政職員が日本で受ける技術協力研修の内容に一村一品運動が含
まれるようになり、そこでは地域の資源を活用し地域の力を引き出す人材
5　MIRTDC: Malawi Industrial research and technology Development Centre
6　ATTIGA: Appropriate Technology for Income Generation Activities
7　Malawi Industrial Research and Technology Development Centre, 
Technology Strategy for Sustainable Livelihood, A Paper on Enterprise 
Development, https://www.odi.org/sites/odi.org.uk/files/odi-assets/
publications-opinion-files/8211.pdf （2018.3.7）
8　COMPASS: Community Partnerships for Sustainable Resource Management
9　USAIDの資金援助のもと、アメリカの開発コンサルタントDAI社が実施し
ている。
10　事業は基本的には北部からンカタベイ県とルンピ県が、中部からはデッツァ
県、ンチェウ県が、南部からマンゴチ、チクワワ県が選択された。
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を育成する地域興しの指導が始まっていた。この研修にマラウイ政府の開
発行政や農林水産行政、経済計画行政にかかわる職員が参加していたこと
から、日本の地域振興のアイデアはマラウイ側に伝わりはじめた。さらに
東京アフリカ開発会議（TICAD）11や政府招聘事業で来日するマラウイ政
府高官が大分一村一品運動の「成功話」を見聞する機会も積み重ねられた。
しかし実際の事業としてOVOPがマラウイで取り組まれるのは2003年の
ことであった（吉田 2006）。
　次節からはOVOPに参加した生産組合による地域振興の捉え方につい
て取り上げ、地域資源に関する空間認識と市場の範囲に関する認識に焦点
をあてて検討したい。地域資源の空間認識すなわち原材料調達の範囲設定
を検討する理由は以下の通りである。OVOPは地域資源加工を強調してい
る制度上、生産者も開発介入側も地元資源にこだわるのであるが、農産物
も水産資源も供給は多くの場合は季節的であり収穫の端境期には加工原料
が確保できない。端境期に域外から原料調達すると生産費が上昇する可能
性があり、それでも十分に原料調達が可能か不明である。通年生産が不能
となると活動に対する資機材供与で生じた債務の返済が不可能になり活動
が定着しないことも予想できる。そこで原料調達に関する不確定要因につ
いてどのような組織運営上の工夫が施されているのか確認し、生産者組織
による地域資源の捉え方を検討することとしたい。
　また市場の範囲設定について検討する理由は以下の通りである。生産者
組織が例えばシェルフライフ（保存期間）の短い食品の加工技術を習得し
た場合、冷蔵施設や冷蔵車によって支えられたいわゆるコールドチェーン
へのアクセスが無ければ流通範囲を空間的に拡大するのが困難であり、そ
の場合は直売の範囲を超えて市場空間が拡大するのは難しい。加工レベル
と市場の範囲の関係、つまり未加工で出荷するか、精米、製粉のような一
次的な加工で出荷するか、あるいは発酵や加熱処理などを加えて出荷する
11　TICAD: Tokyo International Conference on African Development
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かによって市場拡大の過程は異なる。これを生産者組織はどのように認識
して決断しているのか検討する。さらに、生産者側の範囲の認識と想定に
対して、開発介入がどのように影響を及ぼすのかを検討し、双方が想定す
る範囲設定の一致やずれ、曖昧さを検討してローカルレベルの開発介入の
意義を見出すこととする。
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図 1　マラウイと調査対象の生産者組合
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3 　原料調達の意思決定における地域資源の空間領域
　マラウイでOVOPは「小規模農民グループを対象にマラウイ農林水産
物を利用した加工技術の普及、品質改善、マーケティング能力向上をはか
り、マラウイ産品の付加価値向上を目指す」ものと定義されている（国際
協力機構経済開発部 2006）。より具体的には、地域で利用可能な資源を用
いて、比較優位のある高品質製品やサービスを提供し、最終的には、コミュ
ニティの貧困削減が実現することとされている。
　OVOPは地域資源に注目し、その生産地に近い場所で付加価値をつけ
ることを目的としており、COMPASSのような適正技術アプローチが価
値付加活動の場所を曖昧に扱っている点で地域の捉え方が異なっている。
COMPASSは地域の資源を有効活用することに力点をおいていることに
比較すると、OVOPは生産加工のローカル化を強調しているとも言える。
地域資源に近い場所で加工されるということは、ローカルの人材を活用す
ることにつながり、またその意思決定や、人材の補給・育成もローカルレ
ベルでなされることを意味する。さまざまな意思決定がローカルで行われ
ることで、そこに知識や技術、人材が根付き、資金が地域を経由して流れ
るという点で地域振興上の意味がある。その過程では資源の選択や、市場
分析、加工段階、加工技術の選択がどのようなタイミングで、誰によって、
どの場所で、どう決定されるかということも地域内で活動が継続していく
上では重要である。とりわけ、地域へ活動が根付くことが地域振興の過程
であるとするならば、意思決定される場所は重要である。
　本節では生産者組織のOVOP参加に関する意思決定過程において、地
域の資源をどの様に捉えているのか原料となる農産物の調達地域を含めて
確認し、生産活動維持の空間領域について検討する。また同時に、開発介
入側のアクターが地域資源をどのように捉えているのかを検討し、開発の
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発想におけるローカリティの広がりを検証していく12。以下、地域的に生
産の特化がみられる（ 1 ）政策的に普及された農産物の加工の場合、（ 2 ）
地域共有資源の加工の場合、（ 3 ）特定の農産品に特化しない場合について、
生産者組織による地域資源認識を説明していく。特に地域資源の利用のあ
り方には生産者らの地域資源に対する領域認識が含まれていると考えられる。
12　ここではOVOP導入初期（2003年～04年）に支援を受けた32組合のうち10組
合を以下の点から選択した。（立地環境）都市近郊村の組合と地方山村の組合の
比較が可能になること。（性別）女性グループ、男性グループ、男女混合グルー
プの組合の比較が可能になること。（組織化経緯）既存の生産活動をOVOPで継
承したグループとOVOP参加に際して、生産活動を始めた組合の比較が可能と
なること。（活動状況）調査時点で活動が活発なグループ、一時停止しているグルー
プ、現状維持のグループの比較が可能となること。
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サリマ干し魚 ○ ○ ○ ○ ○
ブンブウェ生乳 ○ ○ ○ ○ ○
BCA家具木工 ○ ○ ○ ○ ○
ブワンジェ精米 ○ ○ ○ ○ ○
カテンゲザ籐竹 ○ ○ ○ ○ ○
ムコンデジバナナワイン ○ ○ ○ ○ ○
クテンブウェ落花生粉 ○ ○ ○ ○ ○
クンボ種子油 ○ ○ ○ ○ ○
ジパソ柑橘 ○ ○ ○ ○ ○
ミトゥンドゥ農産加工 ○ ○ ○ ○ ○
表１　調査対象組合の特性と市場認識
立地 組織構成 経緯 地域資源 市場認識
注）聞き取りに基づき筆者作成。①リロンゲ、ブランタイヤより30km以内。②女性メン
バーが80%以上。③男性80％以上。④OVOP参加を機に組織形成。マラウイOVOP普及本部所
蔵資料（『マラウイ一村一品運動の現状』マラウイ一村一品運動普及本部。2007年）
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（ 1）普及政策によって形成された産地の地域資源
　本項ではまず、マラウイの農業政策において普及が推進された農産品を
活用した生産組合を対象に、その産地の加工組合と地域資源の関係につい
て取り上げたい。
　マラウイ農業の植民地期以来の主要な商品作物は茶葉とサトウキビ、た
ばこ葉の三品目である（McCracken 2012）。主要農産品の栽培地域をみる
と植民地期には入植者により大規模に、独立後はマラウイ人農民によって
様々な栽培規模で全国の広い範囲で栽培されている。茶葉は南部の標高が
高くかつ降雨量の多いチョロ県、ムランジェ県と一部の北部の多雨地域に
集中している13。またサトウキビは標高の低い降雨量の多いマラウイ湖岸
地域およびシレ川流域地域で栽培されている。この他、国内消費の穀類増
産を目的とする普及政策により、独立後とうもろこし、米、ジャガイモの
生産が増加した。家畜や家禽の肥育については1970年代より小農の収入多
角化を目的として全国的に奨励されており、菜種、落花生、ごま等の油糧
種子や青果類、雑穀も独立後の農政の中で普及活動の対象となってきた。
以下、普及政策を通して根付いた地域農産品を付加価値活動の資源として
どのように捉え、加工品づくりに向かったのか検討し、地域資源と地域生
産活動の関係を考察する。また開発アクター側がそれを資源としてどのよ
うに捉えているのかも同時に検討していくこととする。
①　油糧種子生産と油糧種子加工組合
　独立後のマラウイで普及が進んだのが主要作物の 1 つである油糧種子で、
栽培に携わる農民が多いこともあり油糧種子加工の搾油や製粉に関心を
持っている生産者組織は少なくない。OVOPの開始が公的に告知され、全
国の生産組合に参加を募った結果、油糧種子加工への関心は高かった14。
13　そのほかの標高の高い地域にも茶葉生産のエステートが分布している。
14　OVOP導入に際して普及本部に寄せられた事業提案は多い順に、生乳加工10
件、蜂蜜8件、魚加工6件、油糧種子5件、とうもろこし製粉5件、マッシュルーム3件、
161
吉田　マラウイの農村における生産者組織の空間認識と実践
菜種、落花生、ごま、ひまわり種、木綿種などの油糧種子栽培はマラウイ
で平均的な年間降雨量900㎜～1200㎜の地域に適しており、また油糧種子
は栽培に手間がかかり労働集約的であることから、小農の土地や女性の農
業に適しているとされ、それゆえ女性の開発を志向する欧州委員会の開発
援助事業でも奨励されてきた。中でも落花生は独立前から普及が進んでい
たこともあり、油搾目的としてもまた落花生粉（Nshinjiro）は調味に使
用する目的でも女性農民に選好され、栽培作物としての人気が高い。マラ
ウイ中央部が栽培に特に適しているとされ、全国の生産量の70％がマラウ
イ中部諸県のムチンンジ県、リロングウェ県、カスング県、ンチシ県で行
われている。落花生は独立後の地域総合開発計画「リロングウェ土地開発
計画（LLDP）」の中で重点普及品種に位置付けられ、普及策がとられて
きたこともあり、リロングウェ県では普及が進んでいる。
　OVOPに参加したクテンブウェ（Khutembwe）落花生粉グループはブ
ランタイヤの近郊にあり、女性指導者のもとに組合組織化されている。リー
ダー女性は落花生製粉の事業化以前には零細規模の食品小売店を営んでい
た。そこで顧客の「量り売りの落花生粉よりもパック入りの方が買いやすい」
との意見にヒントを得て、小袋入りの落花生紛販売を検討する。OVOPに
融資支援を求めるが個人ビジネスは対象ではないと知り、その営みを組合
組織化した後、製粉とパック封入の作業グループとして活動をはじめた。
原料の落花生はすべて市場と仲買から買付ており必ずしも地域産品ではな
い15。ここで資源のローカル性は曖昧にされており、また地域外産品を利
とうもろこし加工3件、以下は2件未満（OVOP普及事務所所蔵資料『マラウイ
一村一品運動の現状』マラウイ一村一品運動普及本部。）
15　Sibale and Chunga（2011）が普及本部より受託して実施したOVOP調査（調
査対象は活動規模を拡大もしくは維持している生産組合に限定）によると、原
料の自給率（組合メンバーの生産物で原料調達を賄っている比率）はミトゥンドゥ
23.2％、クンボ29.1％、ムコンデジバナナワイン62.5％のほか本論文では調査対
象になっていない後発のOVOPグループであるマパンガ養蜂組合73.6％、ビリウィ
リ芋組合100％、ムワンザ養蜂組合26.1％、カムウェンド油糧組合100％、ウォヴ
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用することで原料確保の調整が可能となった。
　同じくブランタイヤの北10kmのクンボ（Khumbo）には様々な油糧種
子の種子油搾りを行っているクンボ（Khumbo）種子油組合がある。グルー
プリーダーはその母親に油糧種子加工を学び、地域特産の油糧種子の活用
を考えた。組合では基本的には地域で油糧種子を調達しつつ（70.9％）、
組合員が栽培している油糧種子（29.1％）も活用して細々と生産販売して
きた。その後、米国国際開発庁（USAID）の援助資金を得て手動の油搾
器を入手したことで生産量が伸び、その際に生産活動が組織化された。さ
らにOVOP普及本部の融資を得てディーゼル動力の油搾機を入手し、双
方の過程で組織は拡大してきた。この組合では地域産の油糧種子を主とし
て加工しつつ、扱う種子を多角化することで原料供給の季節性を調整して
いる。
②　生乳組合と酪農地域
　次にマラウイ南部チョロ県に組織されたブンブウェ（Bvumbwe）生乳
組合と酪農の普及について取り上げたい。マラウイで乳製品は植民地時代
には輸入に依存し、他のアフリカ諸国同様に輸入粉乳を飲料化したものが
市場に流通してきた。独立後は1970年代よりFAOの協力のもと徐々に乳
牛飼育を普及、米国国際開発庁や欧州委員会の援助も得て飼育頭数の増加
と市場流通量の拡大がはかられてきた（Revoredo-Giha 2012）。マラウイ
で乳製品の日常的な消費は主として都市富裕層にとどまっており、都市化
率が低く都市人口が少ないマラウイでは市場規模が小さい。それゆえ生乳
は普及政策の一方で過剰生産気味であり、加工処理施設の稼働率が30％程
度と極めて低い（Revoredo-Giha 2012）。市場に流通しない生乳は産地の
ローカルマーケットで滅菌処理されずに売買されている一方、依然として
富裕層は南アフリカ製の高品質な乳製品に依存している（Revoredo-Giha 
ウェ精米組合92.5％、カポロパーム油組合96.9％で平均62.6％となっている。
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2012）。端的に言えば、マラウイでは生乳の集荷システムが普及していな
いのである。その生産地域としてはマラウイ南部のシレ高地と北部高地が
降水量と標高の高さ、そして乳牛飼育に適した気温の条件を備えており、
特に生産性の高い交配種はシレ高地のブランタイヤ農業開発区（ADD）に、
中でもブンブウェADD地区（以下ブンブウェ）に集中しており、国内で
最も生乳生産量が多い産地が形成されている16（Revoredo-Giha 2012）。
　ブンブウェでは1970年代に農業省より地域農民が数頭の乳牛を供与され、
その後、農村女性生産活動支援制度によっても乳牛を供与されている。こ
こはアフリカの低緯度地域ではあるが標高は1000mを超え、大地溝帯南端
の4000m級の山地に隣接していて雨季の降雨量が多く気候や地形条件が適
していることから徐々に酪農地域が形成された。ブンブウェでは生乳の集
荷を組織化する目的で当初の生乳組合化が図られた。そこでは農家が各自
搾乳した生乳をブンブウェの幹線国道沿いにある組合集荷施設で集めて政
府酪農部（Malawi Dairy Board）17に卸し、その一部は参入した民間企業
にも卸してきたが、恒常的な余剰生産量の問題を踏まえ収益性のより高い
小売りへの参入を志すようになった。
　ブンブウェ生乳組合は農民間での乳牛肥育の経験の共有とその空間的拡
大とともに形成されてきた。生乳組合は卸売専業から小売販売へ参入する
目的で組織転換しつつ、冷蔵パック牛乳の製造技術を取得して、必要機材
への投資資金を得ることを目的としてOVOP普及本部から技術指導と融
資をうけている。地域資源としての乳牛飼育地域はブンブウェを超えて広
がっており、その中に組合員の分布は包摂される。各農家は生乳組合を通
さず直接酪農各社に出荷している部分もあることから、組合員の分布と集
荷圏が一致するわけではない。出荷量の増減は組合員数の増減に連動して
16　このパラグラフは基本的にReboredo-Giha（2012）に依拠している。
17　生乳組合は長年にわたり政府乳業局であるDairy Board of Malawi に卸売
りしてきたが、乳業局の解体後はその後継組織であるLilongwe Dairyおよび 
Malawi Dairy、民間参入した Sun Crest Dairyに卸売りしている。
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いる部分も大きいが、組合員数は経年的に増加しその範囲は拡大している。
③　灌漑稲作地域と精米組合
　次にブワンジェ（Bwanje）精米組合を例にマラウイにおける稲作普及
と地域資源としての米について取り上げる。稲作普及は独立後の穀物増産
政策のもとで積極的に普及がすすめられてきた。当初の稲作普及は台湾政
府の技術指導に拠るものが大きく、独立直後の1965年には台湾マラウイ協
力協定のもと農業技術指導団が派遣されている18。カロンガなど 5 か所で
台湾マラウイ普及指導圃場（台マ指導圃場）が置かれ、その後1980年代ま
で協力関係は継続された。その後は引き続きイギリス政府の技術指導を得
てさらに日本の政府開発援助も参入して稲作普及が進められている。灌漑
政策と稲作普及の一体的な取り組みはバンダ政権下では与党マラウイ会議
党（MCP）青年部であるMalawi Young Pioneers （MYP）19の下放プロジェ
クトとしても位置付けられ、党青年部メンバーを農村で稲作に従事させる
プログラムがすすめられた（Kayuni 2011）。この党青年部入植隊は1994
年のバンダ政権崩壊後解散し、灌漑計画に参加したMYPも解体された。
解散後は個人の入植者として灌漑地に残る場合もあったが、党青年に代わ
り地域住民が稲作を継続している灌漑地も少なくない。後述のバナナワイ
ンづくりグループに参加したンカタベイ県ムコンデジ地区の農民はMYP
として灌漑地に入植したグループで、その解体後も入植地域に残っていた
メンバーである。このバンダ政権下のMYPによる稲作普及の後1996年に
はムルジ政権が日本政府の協力を得て新たな大規模な灌漑事業と稲作普及
18　『中華民国興馬垃威間之技術合作協定』民国54年（1966年）8月20日
http://law.moj .gov.tw/Scripts/Query4A.asp?Ful lDoc=al l&Fcode= 
Y0110222 （2017.12.20）　『中華民国興馬垃威共和国間技術合作協定』1980　民国
69年（1981年）3月19日　http://www.rootlaw.com.tw/LawArticle.aspx?LawID
=A040050080032400-0580122 （2018.3.7）
19　MYPはマラウイ会議党（MCP）の準軍事組織的役割を担っていた（Crosby 
1980）。
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を試みはじめた。これがマラウイ湖岸西南部に800haにわたって広がるブ
ワンジェ・ヴァレー灌漑地域（以下ブワンジェ）である。
　マラウイ政府は米消費の伸びや輸出可能性に鑑みて灌漑地区の面的な拡
大と水利組合の組織強化を政策として展開しており、ブワンジェにおいて
米産地形成を支援してきた。そこでは灌漑地区への入植農家によって水利
組合が形成されており小組合の集合体としてブワンジェ精米組合がある。
稲作普及の一端を担う形で精米組合は位置づけられ、2005年マラウイ政府
は全国10ヶ所の稲作グループに電動精米機もしくはディーゼル精米機、
米の袋詰め機（電化地域には電動機、非電化地域にはディーゼル機）を
OVOP事業として融資供与した。この組合も生乳組合と同様に組織規模が
大きく、その規模ゆえに生産量、供給量を維持しており、灌漑地域と稲作
普及とともに地域資源の供給地域も拡大している。組合員の分布域は稲作
地域の一部であり、資源としての米穀は全生産量の一部である。
④　柑橘産地と柑橘組合
　マラウイにおける果樹栽培をみると自生しているマンゴーやアボカド、
バナナは広く栽培も盛んで、結実期にはこれらの果実は大量に流通して市
場の他、路上や軒先でも販売されマラウイ隣国のザンビア、モザンビーク
でも流通している。外来の果実類であるりんごやなし、オレンジなどは開
発援助機関による普及の以前からキリスト教宣教団によって持ち込まれて
おり標高の高い地域で生産されてきた。独立後はFAOや日本政府などの
技術協力を通して試験的な普及を継続しており特にオレンジとバナナの生
産量が大きくなっている。柑橘類の生産は標高が比較的高く1900年ごろか
らスコットランド宣教団による普及が進んだムワンザ県に集中しており、
全国の生産の90％以上を生産している（福田 2016）。この地域には独立後、
柑橘普及の拠点となる実験圃場や育苗施設が設置され、また南アフリカへ
の出稼ぎ者が帰国後に柑橘栽培に取り組む例が多く、マラウイ最大の柑橘
産地を形成してきた（福田 2016）。ムワンザ県柑橘産地の中心地ムワンザ
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町で組織されたジパソ柑橘組合は当地の産地組合である。柑橘類の生産は
県全体に広がっており、生産者は買付業者と取引するか、もしくは収穫期
に地域で開設される柑橘市場で売買するのが一般的である。産地がムワン
ザ県に集中していて、またその収穫期が 4 月から 7 月の 3 か月に限られて
いることで、収穫期には地域の流通量が膨らみ卸値が下がる。組合では
収穫期に仲買人の買付価格が下がることから仲買を通さない自主流通を試
みたが安値で売りさばく非組合員との競合に直面する。また組合員ながら
組合を通さずに卸す例が続出し組合運営は滞る。その後、組合幹部は国際
NGOであるConcern Universal（CU）の支援により徹底的に組織管理のリー
ダーシップトレーニングを受け組合の適切な管理方法を学んだ。さらにカ
ナダの援助機関World University Service Canada（WUSC）の援助を受け、
付加価値向上について学び、オレンジジュースの製造技術を習得した。組
合は収穫期においては地域産オレンジを活用し、収穫期外は他産地資源を
活用する道は選ばずにオレンジジュースづくりの活動を停止している。
（ 2）地域共有資源の場合
①　マラウイ湖の水産資源の利用
　マラウイ湖岸に接しているサリマ、コタコタ、ンカタベイ等諸県では淡
水魚は代表的な地域資源であり、湖岸には船溜まり集落が点々とみられる。
沿岸各地では天日干しによる干し魚づくりがおこなわれており、湖岸地帯
には干し魚づくりに携わる個人やグループが点在している。電化率が6.8％20
と低く家庭用冷蔵庫の普及していないマラウイで干物は調味材や具材とし
ても好まれている。
　サリマ県では県漁業局職員が訪日し大分県の干し魚作りを視察、魚に網
を被せる干し棚を視察して品質管理を学ぶ。それをサリマ・センガベイ地
区（以下、サリマ）の露天干し作業に応用しようと地域住民に声をかけ干
20　2005年世界銀行データによる。
https://data.worldbank.org/indicator/EG.ELC.ACCS.ZS?locations=MW（2018.3.7）
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し魚組合が組織された。網を二重にした干し棚という「新技術」を知るの
は漁業局職員のみである。サリマには地域の共有資源として21の魚と伝統
的な利用法としての浅瀬漁労がある。そして伝統的な乾物づくりがあり、
船溜まりから近い各集落では干し魚づくりが営まれている。そのような地
域で、漁業局職員という開発アクターとの関係が作られた地点に、「衛生
的な干し加工」の技術が伝えられ、「衛生的な干し魚」が作られる集団が
形成された。
②　森林資源と木材、竹材、蔓類の利用
　水産資源に続き森林資源について 2 組合の例を通してみる。伝統的に竹
材はマラウイでは屋根の骨組み材などの建材として使用されており、また
竹かご類は伝統的に農具や家庭用品として使用されている。アフリカで広
くみられる植物繊維を利用した籠づくりと同様にマラウイでも農村副業
としての籠づくりが見られ今日では手工芸品として海外でも流通してい
る22。東アフリカで籠編みに使用されている繊維はラフィア繊維やバナナ
繊維などであるが、マラウイではドーワ県からサリマ県にかけて植生する
竹と湖岸地域に植生する籐も籠編みの資源となっている。
　ドーワ県カテンゲザ地区の籐竹職人は、その材料として 5 km南のテュ
マ国有林（Thuma Forest）に自生する竹を伐採し、マラウイ湖岸地域で
採取される籐蔓と組み合わせて籐かご、籐家具を生産している。籐蔓は籐
材商人によってサリマ近辺から供給されているが、消費量が増加し採取量
が不足するとコタコタ県、デッツア県などの隣接県から供給される。その
季節的な変動や供給量の増減の調節は籐材商人が担っており調整機能は外
21　漁期や漁業権等の資源管理はされていない。
22　例えば南アフリカのマラウイ籐家具業者Malawi Cane Original Cane and 
Rattan –Handmade in Malawi http://canefurniturecapetown.co.za/、英国のマ
ラウイ籐家具業者Malawi Cane Furniture　 http://www.malawicanefurniture.
co.uk/）
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部化されている。
　木材資源についてみると、マラウイにおいて家具材や建材となる林産資
源としては糸杉23（Cypress）やユーカリ24（Eucalyptus）などが一般的で、
豊富ではないものの価値の高いマホガニーのような硬質材も産出する25。 
製材作業は伝統的には手作業（手斧とのこぎり）で、都市部では専ら機械
製材されている。木材は重量減損原料ではあるが、マラウイでは製材所は
林産地よりも市場よりの都市部周辺（市街地縁辺）に立地する傾向があり、
都市部と周辺の主要道沿いに家具木工職人は点在している。
　南部のブランタイヤに隣接する工業都市リンべの住居地区であるBCA
地区26の家具木工グループは、在来種木材を原材料とする家具や建材、建
具の受注生産販売を行っている。リンベの工場地区には大規模な製材所が
立地し、この木工組合は製材所に比較的至近である。BCA木工グループ
はマラウイ政府側の推薦するプロトタイプOVOPに選ばれて支援対象事
業となった。そこでは職人集団の長年の希望であった共同作業所建設に融
資を受ける目的で年長職人がリーダーシップをとり、任意の職人集団を組
合組織化した。このグループにとっての地域資源である木材の伐採、製材、
加工は他業者が担っており、必要に応じて製材された木材を買い付けてい
る。地域外材も使用しており、資源供給調整は外部化されている。
（ 3）特定の農産物に生産が特化していない近郊農村の場合
　リロングウェとブランタイヤの都市部周辺、都市近郊農村では露地栽培
23　マラウイの糸杉（Mulanje Cederとも言う）は主として家具材、建材用途に
使用される。
24　ユーカリ材は主として電柱に使用される。
25　主として南部の標高1200m以上の地域に広がる茶葉生産地域（と北部および
湖岸地域の一部）を除けば国土の大半は700から900mm程度の降雨量のサバン
ナ気候である。
26　植民地期に住宅地域として開発されBritish Central Africaの頭文字をとって
地名となった。
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での蔬菜や油糧種子、養鶏、淡水養殖などを組み合わせた多角的な経営へ
の取り組みがみられる。首都を含むリロングウェ県では1965年から80年代
に世界銀行によりマラウイ国内 4 か所で推進された地域総合開発計画の 1
つである「リロングウェ土地開発計画」を通して農地開発とともに道路や
橋梁、灌漑などの社会基盤が整備され、農業普及員と開発普及員が配置さ
れた。そこでは独立後の主産品となったとうもろこし、タバコ、落花生の
普及が進められ、加えて油糧種子や家禽飼育なども普及員を通して生産の
拡大が図られた。
　首都リロングウェの南部約27㎞に位置する近郊農村のミトゥンドゥには
マラウイ農業大学27、地域中核病院（ミトゥンドゥコミュニティ病院）、ミトゥ
ンドゥ中等学校（Mitundu Secondary School）など公的機関が点在して
いる。農大によるさまざまな普及実験の場ともなってきた経緯があり、農
村開発援助プログラムが導入される機会が多い地域である。
　ミトゥンドゥ地区の生産者グループの形成は、地域で開発援助機関の資
金援助により実施されたマラウイ産業調査訓練開発センター（MIRTDC）
による農産加工技術指導がきっかけになっている。この研修指導に参加し
た女性グループは農産加工研修で習得した技術を用いて各集落で生産活動
を始めており、このミトゥンドゥ農産加工組合はトマト加工（ジャム、ソー
ス）、ベーカリー（キャッサバパン）、種子油搾り（ひまわり油、菜種油、
落花生油など）、ヒラタケ栽培の小生産グループの連合体で形成されている。
各グループは種子油グループの一部とヒラタケ栽培グループを除きグルー
プメンバーが生産している農産品を使用しておらず、自給率は全体の23％
にとどまっている。残る77％は近隣で原材料を買い付けて、技術研修で得
た加工技術を用いて産品作りに取り組んでおり、資源調達は外部化されて
いる。特定の産品への特化が低いことは近郊農村の農業生産の在り方を反
映しているとも考えられるが、加工食品づくりの指導内容に拠って生産活
27　旧ブンダ農業大学。
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動が決まっており地域資源との結びつきによる発想は後付になっている。
その後多くの小グループは組織運営上の問題により活動を休止している。
（ 4）小括
　以上、OVOPに参加した生産者組織の事例を通して、各組合と地域資源
との関わりをみてきた。独立後、農作物の普及政策を通して生産が拡大し
た大規模産地の中にはさまざまな生産者組織や社会組織、地域組織があり、
その最も新しい組織としてOVOPグループが構成された。農産物加工の
場合、収穫には季節変動があり加工品づくりができない時期もあるのだが、
ミトゥンドゥを除き特定の加工品に特化する傾向が強く、原料や製品の多
角化を進める意向は低い。その中で油糧種子加工グループは収穫量や季節
性を調整して地域外資源も利用して生産を維持しようとしていた。地域共
||
||
||
||
/
+
図 2　農民、生産加工者、開発アクターの資源認識の空間領域（筆者作成）
171
吉田　マラウイの農村における生産者組織の空間認識と実践
有資源を活用しているグループにおいても、原料調達を外部化している場
合は供給の変動の影響を受けにくいのであるが、その調達能力の問題もあ
り女性メンバー中心で活動している干し魚グループは漁労者や魚仲買から
調達する場面でしばしば価格交渉の困難に直面したと説明している28。開
発アクター側は、収穫の季節変動や調達の調整機能の役割までは想定して
いなかったと思われる。都市近郊の例では、生産者側が習得した加工技術
をいかに活用するかとの発想にもとづいており、それゆえに地域資源との
関係性を正確に描き出しておらず、また開発アクターの側も同様に指導技
術による製品化に集中し原材料の安定確保を想定していなかった（図 2 ）。
4 　市場の範囲設定を通した空間領域の認識過程
　地域資源の選択やその価値付加過程に関する意思決定は、生産者にとっ
ては重要なマーティング活動の一部でもある。このような意思決定は組織
的合意によって下されることもあれば、組織リーダーによってトップダウ
ン的に判断されることもある。山村の零細生産者であろうが灌漑地帯の大
規模組合であろうが、顧客の広がる範囲を知り、市場の価格動向を踏まえ、
消費者の選好を想定して対象地域や対象層を決める必要がある。
　マラウイおよび周辺国の流通業界をみると、植民地期に英国系入植者と
ともに来訪したインド系商人、パキスタン系商人やアフリカ全体に商人の
ネットワークを講じているレバノン系商人がアジア製品を普及させてきた。
マラウイでは1970年以降、この様な外国人小売業者の店舗開設を主要都市
に限定したことによって、加工食品を含めて流通業態の発展が著しく阻害
されてきた（Kalinga & Crosby 2001 p17）。このマラウイ人商人保護政策
の下で、繁栄したのはマラウイ商人ではない。小売り流通を担ったのは政
府所有企業であり、その中心的存在はPTC（People’s Trading Centre）
28　漁労者や仲買は男性が多く、女性中心のグループは価格交渉能力が不足して
いたと説明した。
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チェーン29である。そのPTCは1972年よりプレスグループ所有下にあり、
国内の流通業界を担ってきたが、1987年には経済自由化に先駆けて南アフ
リカの大手流通企業メトロ社30の経営参加を迎え入れ、メトロ社とプレス
グループが 1 対 1 で資本を所有している31。PTCの経営は南アフリカ資本
の参加によって大きく近代化し、南アフリカ製の保存期間の長い瓶詰め、
缶詰、菓子類などの加工食品や南アフリカで商品開発された日用品が広く
流通し始めることとなった32。
　このような独占状態の一方で、今日のマラウイにおける流通業態は大規
模小売店、中間業者や公設市場、インフォーマル市場、中小零細小売店、
大口消費者と枝葉のように拡がっていて、村の小農がその経路に参入して
いく方法をみつけるのは容易ではない。マラウイの農産品流通は、例えば
地方山村で住民が加工した農産品はまとまった量になれば、トラック等輸
送手段を所有している仲買人に買い取ってもらうか、地域市場33に出荷さ
れるのが一般的である。農産品を買い取っていた政府マーケティングボー
ド（農産物流通公社）は、その後ADMARCへと改変された後も全国の村々
に買い付けの市場と農業倉庫を配置し、村々で農産品を買いつけ、また投
入財を独占的に販売してきた。この投入財の流通や農産品の買いつけの独
占も、地方商人やそのネットワーク拡大を通したローカル流通業の発達を
阻んできたとも言える。
　地域生産者の視点からすると身近な流通のシステムといえば、仲買人と
地域の市場、直売であり、それ以外の近代的な流通システムといえば、
PTCなどチェーンストアやアジア系小売業界であろうが、それらがどの
ように産地と市場を結んでいるのか、どこにニッチマーケットがあり、参
29　People’s Trading Centre
30　Metro Cash’n Carry Corporation
31　2008年の調査時点。
32　そこには、プレスグループとカムズ・バンダ大統領によるアジア系商人排除
の意図と南アフリカ資本優遇の戦略があった。
33　マラウイでは産品市場（Produce Market）と称される。
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入ハードルが低い場所があるのか、皆目検討がつかないのではないだろう
か。加工食品の市場で言えば、チェーンストアの場合は南アフリカ産品が
多く、アジア系商人の所有する中小ストアではアジア産品を扱う比率が高
くなる。マラウイ・南アフリカ間の陸路距離は約800㎞であることから加
工食品に限らず青果品や鮮魚精肉を含めマラウイ各地の小売り店舗と南ア
フリカの物流拠点は冷蔵車で繋がれており、いわゆるコールドチェーンが
構築されている。これは国内の大都市と地方の店舗を結ぶチェーンではな
く、南アフリカの物流拠点とマラウイ各地を結ぶコールドチェーンで、南
アフリカ資本の進出後はマラウイの商人や中小企業が流通に参入するのが
より難しくなっている。
　以下、本節では生産者が地域資源の選択の後に、どの地域市場を想定し
て地域資源と市場をつなぐ製品加工技術を選択したのか検討する。その際、
開発介入によって生産者の想定する市場や、加工手段の選択が影響を受け
ることを想定し、その影響によりどのような結果を得ているのか検討したい。
（ 1）漠然とした市場拡大意識の生産者組織
　ブランタイヤ南郊のブンブウェ生乳組合は先述の通り1970年代より継続
する歴史の古い生産組合で、参加生産者数は700人を超えておりOVOPの
中では規模が大きい。意思決定は役員組織である理事会によって判断され
ている。
　組合理事会は低価格戦略によって市場を拡大していく方針を選択し、小
売り参入後は販売量を順調に増やしており、消費者の好評を得て小売店へ
の卸売り量は増えている。今日では市場認知を確保しており、自ら販路開
拓に方々で営業活動を展開せずとも仲買人が共同作業所に買付に来るよう
になっている。組合の組織化以来、理事会では高付加価値化を検討してお
り、ヨーグルト生産、チーズ生産を含む多角化が提案されているが、現状
の生産規模を維持するので手一杯な状況としている。組合はOVOP参加
の際には小売り参入を上位目標におき、市場の範囲については漠然とした
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市場拡大路線を描いていたにすぎなかった。卸売り販売時より冷蔵施設や
冷蔵車をもつ業者との関係を持っており、その冷蔵流通ネットワーク下に
ある小売店への参入は容易であった。
　ブワンジェ精米組合はマラウイ湖岸ブワンジェ・ヴァレー地域で形成さ
れた灌漑管理組合の中に組織されたコメ出荷グループである。組合では政
府マーケティングボードを通して出荷していた間は政府が生産者に代わり
流通を担っていることもあり、米市場の空間的広がりについての認識は曖
昧であった。経済自由化によるマーケティングボード解体後は後継組織の
ADMARCや一般仲買人に卸売するようになり、その売買交渉を通してど
の地域やどのような場で売れるのか漠然と認識するようになった。組合は
組合員の増加傾向と灌漑施設の整備拡大を見越して、十分な販売量が確保
できることを想定し、仲買を介さない米小売りに参入することを望んでき
た。これを政府側は支援しOVOPとして採択34、精米機と袋詰め機を低利
融資で提供した。小売参入に際しては特定の市場を想定したというよりも、
市場で量り売りが一般的であった米を500g、 1 ㎏、 2 kgと袋詰めすれば
輸入米同様に都市部を含めて売り先は見つかるはずという曖昧な発想であっ
た。その後、OVOP普及本部との協議のもと、普及本部自らが仲介者となっ
て都市部のストアや小売店に卸売りをし始める。OVOP Riceの名前を冠
した商品包装とOVOP普及本部自らの広報活動でOVOP米を最も推して
いることもあって、徐々に認知度が高まっており、OVOP米としてのブラ
ンドイメージを高めていると言える。組合は自主的な流通経路は持ってい
なかったが、OVOP普及本部による販促活動を経て取り扱い小売店が拡大
していった。
　ムワンザ県のジパソ柑橘組合の場合は加工品に取り組む以前から仲買人
を通さない直接取引を試みてきた。直接取引を試みた組合員は、生産者側
の価格交渉力が弱いことを認識しながらも収穫期の買取価格引き下げに対
34　複数の灌漑稲作地区の組合を同時に採択した。
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する抵抗が強く、参入した直売では十分な収益を確保できなかった。その
後は先述のように複数の団体による経営指導や技術支援を受けて、果樹の
苗木養育園の設置と苗木販売に着手し継続的な収益を確保するようになっ
ている。長期にわたり仲買人による買い付けに依存してきたことから消費
市場に対する認識は極めて漠然としており、苗木の販売についても県内に
は果樹栽培農家が多いから市場はあるだろうという程度の非常に曖昧な認
識にとどまっていた。
　ジパソ柑橘組合は直接取引によっても収益性は向上しなかったことを踏
まえ、オレンジの付加価値商品に関心が転じオレンジジュース製造に着手
する。組織的判断としては、市場に一般的に流通しているのはオレンジ風
味の人工甘味飲料であり、100％果汁のオレンジジュースは味もよく、ま
た南アフリカ製100％果汁ジュースは価格帯が上位にあり、柑橘組合とし
ては十分に競争力のある価格で生産できると見込んだ。組合は特定の市場
を想定している訳ではなかったが、商品化すれば他社のジュースのように
都市部、農村部を含め広範に卸売りできるようになるのではないか、また
業者の方から買い付けに来るのではないかと想定する。その後、OVOP普
及本部を通して、南アフリカ製の業務用ではなく一般家庭用のジューサー
を 2 台入手し搾汁をはじめる。さらにOVOP普及本部の仲介で都市部の
展示会やイベントで試飲販売を行い好評を得るが、搾汁機の生産容量が小
さく生産量は伸びず、また都市部のチェーンストアや商店への営業活動で
は食品検査基準であるMBS（Malawi Bureau of Standard）規格認証を得
てない食品は仕入れ対象ではないと断られる。その後、MBS規格に適応
できるように作業場、倉庫、冷蔵施設の設置に向け投資を始めたものの資
金不足となり途中で断念するに至る。この組合の場合は、想定していた市
場は漠然としており、また開発支援をする側の判断も同様に漠然としてい
た。冷蔵品の流通網のつくられ方が生産者と開発アクター双方に認識され
ておらず、果汁をプラスチックボトルに詰めれば周辺の町のストアや都市
部のチェーンストアに卸すことが可能になると漠然と考えていた。
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（ 2）近隣直売から隣接市場への拡大を志向する生産者組織
①　近隣市場に隣接する地域に拡大
　ンカタベイ県のムコンテジ・バナナワインづくりグループでは販路拡大
を想定しつつも、主として作業所の近隣住民を対象に製造直販を行ってい
た。そしてマラウイ北部ンカタベイ県の農村にある組合作業所に時折来訪
する仲買人に対してリサイクルペットボトルに詰めたバナナワインを販売
していた。この村は首都から約400㎞離れており、リロングウェで営業活
動するのは困難である。そこで開拓すべき市場としてまず 5 ㎞程離れた観
光リゾート地区を想定し、マラウイ湖岸のビーチロッジや観光客向け商店
を対象に販売営業を展開した。しかしMBSの食品認証を得ていないこと
を理由に遍く断られ販売契約には至らなかった。その後、市場の対象地域
を広げて48km程の距離があるマラウイ北部の中心都市ムズズ35の有機農
業直売所36で一時的に販売された。その後はOVOP普及本部の仲介によっ
てリロングウェ、ブランタイヤで定期的に開催されるマラウイ全国物産展
やリロングウェ自然公園で富裕層向けに開催されているオーガニックマー
ケットで展示販売しているが、販売委託契約にはいたっていない。グルー
プは販路拡大できないのは食品規格未認証が原因と位置づけ、規格適合す
るための投資が必要と判断した。規格認証を受けることによって市場の空
間は拡大することを想定しているのである。
　バナナワイングループの場合は、技術指導した開発組織が規格認証の取
得や都市市場の開拓を想定していない。その後のOVOP普及本部の技術
指導によって県開発局の開発普及職員と生産者側の間で、パッケージの一
新（リサイクルワインボトルに詰め、ワインラベルを貼ること）で合意し、
商品イメージの改善を図り外見を一般的にすることで都市的市場開拓がで
きると想定していたものの、市場拡大にはつながらなかった。その後リサ
35　マラウイ北部の中心都市。人口12.8万人（2008年センサス）。
36　Mzuzu Green Shop
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イクルボトルの使用を止めてマラウイで市場流通している保存瓶37に変更
して生産が少し安定し、販売数が増えつつあるものの催事販売やOVOP
普及本部直営のアンテナショップの販売にとどまっている。このグループ
は地域産のバナナを買付けて生産しており原料調達に問題は無いが、瓶容
器の入手が難しくリサイクルワインボトルと一般的な保存瓶の双方ともに
まとまった量でないと業者が納品しないことから、しばしば容器の定期購
入が経営問題になっている。
②　既存市場から地域市場を経て都市市場へ販路拡大した生産者組織
　クテンブウェ落花生粉グループは小規模な食品キオスクを経営していた
リーダーが顧客により落花生粉（Nshinjiro）の流通量が少ないことを指
摘されビジネスアイデアを得ている。直ぐに自らの食品店で量り売りでの
小売りを始めるも、顧客より量が均一でないと指摘され、ビニールパック
詰め販売を計画した。OVOP普及本部より融資を受け、パック封入機を入
手する。量り売りが一般的であった落花生紛のパック包装品は好評でブラ
ンタイヤ全国物産展では都市部ストアの注文を受け販路拡大している。グ
ループリーダーは食品店を経営しており、すでに一定の顧客層を獲得して
いる。この様に販路拡大した背景には非常にシンプルな加工食品ではある
が代替品が市場に無く、原料も地域の落花生に限らず、必要に応じて他産
地ものを買い付けて生産維持したことがある。
　一方、クンボ種子油組合の場合はリーダーが手搾り種子油の販売からは
じめている。米国国際開発庁より油糧種子加工の商品化について技術指導
を受け、その際に手動油搾器を入手した。菜種油やごま油から始めバオバ
ブやモリンガのオイルへと多角化に取り組むが生産量を増やせず、近隣で
の需要にすら賄えず手動機の限界を感じる。その後OVOP普及本部より
融資を受け、電動（ディーゼル）搾油機を設置した結果、生産性が 3 倍に
37　ソースなどに使用される250mlのタイプ。
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増加し近隣の需要を賄えるようになる。生産力の向上を経て商品多角化に
とり組みはじめ、多品種の搾油を試みるようになる。OVOP普及本部の支
援を得て全国物産展にそのエッセンシャルオイルを展示し、南アフリカか
らトライアルでの注文を受けるようになった。またOVOP普及本部を通
して日本のフェアトレード商店から注文を受けるようになる。この組合も
地域産のものと買付分を合わせて原料調達を調整している。
③　市場拡大への試みを経て活動停止した生産者組織
　ミトゥンドゥ農産加工組合は小規模な生産者組織の連合体である。各小
グループの加工品目は異なっており個別にマーケティング活動を行ってい
る。グループにはOVOPが始まる以前から地域で活動している生産加工
グループと、OVOP導入後に開発普及員の指導や提案を受けて活動を開始
したグループがある。原料の調達は地域内生産物と地区市場で調達できる
他産地ものを利用し組合メンバーの産品を組み合わせる体制になっている。
各生産者組織は近隣を対象とした直売や行商、地区の中心商店街での直売、
小売り38を中心においている。OVOP参加時に想定していた市場は近隣コ
ミュニティと地区の中心商店街であり、将来的には比較的近距離のリロン
グウェでも販売したい構想を持っていた。先述の様に導入に関わった普及
員の側には加工食品の技術指導が発想の中心があり、販売市場の確保につ
いては確固たるアイデアを持っていなかった。
　サリマ県センガベイの干し魚グループは組織形成にあたって伝統的な販
路の空間である近隣での販売と地域市場販売からの拡大を検討した。販路
拡大先として県漁業局の指導のもとで、都市部のチェーンストアや近隣の
市場町でもあるサリマ町の食料品店を検討した。県漁業局職員が販路拡大
には品質向上が必要であり、その手段として伝統的な露天干しに代わり金
網干し棚の設置を技術提案する。指導に従った生産者グループは開発援助
38　ベーカリーは店舗を設置、油搾りグループは販売委託先を設置した。
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機関による資金提供を受けて高床の干棚を設置した。その後生産活動が始
まり、衛生的に管理され品質向上した干し魚を市場に持参するものの、販
路拡大に直結するのは難しいと判明する。この定期市は徒歩圏外にあり、
市場で日々変動する価格情報を入手する手段が無かった。市場価格が低下
している日に市場に持ち込み、その日の交通費を捻出するために安値で売
りさばかねばならいことが頻繁にあり赤字運営が続いた。同時にチェーン
ストアや比較的近いサリマ町の食料品店と取引交渉するが、供給が一年を
通して安定的でない（漁獲量は季節変動する）という理由で断られ販路開
拓できなかった。このグループの場合は市場拡大の困難さと同時に、原料
確保の困難さの双方に面し組合員の継続意思を損なう結果となっている。
④　既存市場を維持している生産者組織
　ドーワ県カテンゲザ地区の籐竹職人集団は長年、その編み上げた籐家具
を都市部の家具店で販売することを望んできた。籐竹職人集団はリロング
ウェから車で 1 時間強の幹線道路沿いに立地していることもあり、職人ら
は都市部の家具店で扱われているモーリシャス製の輸入籐家具を観察して
いる。職人らは輸入品と比肩しうるような品質評価を得なければ市場アク
セスが難しいと想定し、組織として技術向上を希望しOVOP普及本部に
支援を申請した。技術の向上と市場の拡大を明確に繋げて意思決定してい
る。その後OVOP普及本部の技術指導を得て籐竹材の防虫処理技術を導
入した。また保管倉庫を設置して品質保持を向上させたが価格に反映させ
ることはできず、また都市部への参入も実現しなかった。
　ブランタイヤ郊外、BCA家具木工グループの作業所は通過客のアクセ
スしにくい住宅地内部にあるが、その家具、建具の流通する範囲はブラン
タイヤ都市圏をも越えている。販売契約先や販売仲介者は持たず、この
BCA家具木工グループを実際に認知している顧客やその評判を聞きつけ
た者が顧客の中心となっている。家具職人らにとって市場空間の認識は明
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確にはなく39、また作業所で待っていれば集客できると認識しているが、
購入された家具については配送の手配をする必要があり、それぞれの顧客
の広がりは正確に把握している。
　マラウイは大地溝帯南端部の造山地形が広がり標高1000m以上の高い地
域や降雨量が年間1000㎜以上の比較的豊富な地域もあり林産資源は豊富に
ある。この木工グループは国産材を利用してこれまで都市中間層の需要に
対応してきた。アジア製家具、特に中国製の合板のモジュール家具40や合
成樹脂のガーデンファニチャー等はまだ市場に浸透していない。かつては
南アフリカの大手家具小売チェーン店のシュプリームファニチャー社も進
出し、南アフリカでは一般的な割賦販売をうたい文句に営業展開したが、
クレジット販売の制度が維持できず撤退した。BCA家具木工グループは
共同作業所（木工所）上屋の建設資金に対する融資をOVOP普及本部よ
り受けたのだが、上屋の設置によって対象市場を具体的に拡大しようと意
図しているわけではない。むしろ木材を乾燥させる場所、安全に保管する
場所、製品をディスプレイする場所として位置付けている。したがって、
市場の拡大よりも生産性改善、盗難リスクの削減が目的となった。
　
（ 3）小括
　以上、生産者組織の市場認識に基づくその意思決定過程を①既存市場か
ら隣接地域に限定的拡大、②既存市場から都市市場へ拡大、③市場撤退、
④市場開拓現状維持に分けてみてきた。都市市場への参入を想定していた
組織で結果的に販路拡大した 2 組織（落花生粉、油糧種子）は、市場を想
定する過程では曖昧な市場を想定していたが、市場の反応を素早く学習し
市場の範囲を拡大している。これら 2 組織は女性リーダーが起業する目的
39　それでもブランタイヤ市を超えて近県にも広がっていることは認識している。
40　ホームセンターや量販店で扱われる消費者組み立て式の家具。パーツの形で
輸出することで劇的に輸送費を削減し、組み立て費用を消費者負担に転嫁して
コストを削減したことで家具市場のグローバル化が進んだ。
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で組織化をはかり、そこに組合活動支援が加わっているが、女性リーダー
の強力なリーダーシップが維持されており、トップダウン型のいわば企業
的な組合運営になっている。また組合リーダーを中心に意思決定しており、
市場の反応を踏まえて実践に反映するまでの時間が短い。
　一方で市場の範囲については明確に設定していたが拡大が停滞した 2 組
織（干し魚とバナナワイングループ）についてみると、干し魚グループは
その後、従来型の販売に戻り、定期市販売を維持しようとするが、失敗を
経験したメンバーの生産意欲は著しく低下し、組織メンバーが減少、グルー
プとして意見調整が難しくなる。組織発足時から原料の安定供給の問題は
解決できないとの意見がメンバー間には共有されていたが、県職員の指導
のもとにあえて市場拡大を試み実現に至らなかった。またバナナワイング
ループの場合は販路拡大の途中で店棚に陳列するにはMBS食品認証41の取
り付けが必要と断られた。グループは食品認証を取得する目的で技術支援
を受けて42、また投資を進めているとのことであった43。
　産地内に生まれた 3 組合も市場の認識が漠然として曖昧であった。柑橘
組合、精米組合、生乳組合ともに仲買人による買い付け価格に対する不満
があり小売り参入を試みた。付加価値を加えた小売商品がどのように消費
者に選択されるのかは漠然と捉えていたが、その結果は全く異なるものと
なった。生乳組合の場合は仲買を担う業者が冷蔵輸送のネットワークを有
していたことから、そのコールドチェーン・ネットワークにのることがで
きた。しかし柑橘組合の場合はそのようなコールドチェーン・ネットワー
クを自ら開拓する資本力はなく、既存のネットワークに合流することもで
きなかった。またフルーツ大国である南アフリカ産の天然果汁ジュースの
41　Malawi Bureau of Standardはマラウイ国内の食品検査、商品基準を司る標
準局。
42　2007年調査時点。
43　上記両グループは近隣市場を対象とした直販では認証は求められていない。
それを通して認証を必要としない市場がどのようなものかを学ぶ機会とはなっ
ていない。
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質と商品デザインに比較しても明らかに見劣りする商品では消費者の評価
は得られなかった。さらにオレンジは収穫期が 3 か月と短く冷蔵施設がな
い組合では通年生産が困難であることも小売店での取り扱いを開拓できな
い要因となった。精米組合の場合も漠然としていた市場の設定であったが、
普及本部が仲介して卸売りに乗り出し、包装容器にOVOP米と明記して
販促活動を行った結果、一般商店でも取り扱いが増えた。
　以上の例を通して考察すると、市場の範囲設定過程には生産者組織の経
営体としての能力が反映されている。例えば干し魚グループとバナナワイ
ングループは普及職員に具体的な指導を受けており、そこでは地域資源の
付加価値向上を推進しようとする開発アクターが「虫の付いてない干し魚」
や「廃棄バナナの活用とその醸造」を提案した。この着想時、開発アクター
も生産者も販路の展望、つまり市場の範囲の認識は曖昧で、次に進出する
市場として周辺地域や大都市部が目標として位置付けられていたに過ぎな
い。量り売りスタイルを維持して行商の範囲を拡大することや、他の果実
酒づくりにも参入して多角化するような発想にはいたらなかった。また、
複数の開発アクターによる商品化支援を受けてきた柑橘組合も曖昧な市場
認識のもとに品質向上すれば市場は自然と拡大できるという根拠のない発
想に押されていた（図 3 参照）。
　一方、地域に根付いた生産活動の歴史を持ち一定の顧客層を確保してい
る籐竹職人集団と家具木工グループにはOVOPに参加する以前より市場
認知があった。そこで作業所上屋の設置は、吹き晒しトタン葺きの作業場
よりも顧客認知度が向上すると想定した。つまり間接的なインパクトによ
る市場の拡大を期待したと考えられる。また両グループには加工機材への
融資と技術投資による加工技術の改善によっても販路拡大に繋がるとの想
定があったと考えられる。両グループはOVOP参加以前より熱処理器具
や電動鋸などの加工機材を所有しており、上屋を持つことは機材の維持を
通した品質管理上の意味がある。また工場然とした作業所はトタンぶきの
作業場よりは市場での安定的な存在感を出し、認知度向上に貢献するとも
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考えられる。職人らは作業所空間を共有することでより組織としてのまと
まりがうまれて、共同作業の工程を設定したり、大型製品を共同製造して
いる。しかしながら結果として作業所上屋構築によって販路拡大に直接は
結びついていない。両グループともに市場範囲の拡大の想定は曖昧であった。
　以上、市場の地理的範囲に関する認識の点から生産者と開発アクターの
関係をみてきたが、各組織には漠然とした市場の認識を通した組織運営上
の空間領域認識があった。これらの活動は既存の流通機構とは縁遠い農民
らの取り組みであり、そのような農民組織が消費者の視点をふまえた上で
生産工程をつくるのは容易ではない。良い生産者は必ずしも良い消費者で
はないから、消費者行動を想定するのは容易ではないのである。これは各
組織の「都市市場を目標とする」といった漠然とした市場認識からもうか
がえる。
　生産者組織が経営体として地域に根付き、その活動を維持するには組織
として可能な技術と生産量を見極める能力構築が必要である。このプロセ
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図 3　生産加工者の市場認識と開発介入による市場認識の領域拡大
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スを担うのは最終的には生産者であるべきだが、開発介入者の影響は大き
い。次節でこの関係ついて述べてまとめたい。
5 　生産者と開発アクターの想定する開発の空間領域
　OVOPは大分県では地域の資源とそれに関わる人々、その活用や生産の
あり方を見直すことに始まった。一方マラウイでは開発行政の手段として
導入されたことで、この新しい制度を地域に紹介して、それを根付かせよ
うとマラウイ産業省の地域開発職員や農業省の普及員が各地で「OVOPを
通した地域の振興像」を描き指導し、時には積極的に介入した。なかには
地域の開発アクターに加えてOVOP普及本部や開発援助機関（JICA）が
直接指導介入した事例もある。
　本論では「地域資源と生産活動の関係」および「市場の範囲の認識と生
産活動の関係」について事例を通して検討してきたが、これらは「生産活
動と地域の関係やその根付き」を考察する作業であった。そしてこの関係
性と根付きを明らかにしたことはOVOPを地域振興のアプローチとして
みるならば極めて重要な部分であり必要な実証作業である。一方で「関係
性と根付き」は、実態としては事業として収益性が確保できるのか否かで
生産者に判断されている。地域資源についてみれば、収益を維持できるよ
う場合によっては地域外資源を選ぶのか、あるいは地域内原料や組合員の
生産物の加工にこだわるのかによって生産活動と地域との関係は変化する。
地域資源としての普及作物や地域共有資源が生産者と開発アクター双方に
明確に認識されていると、地域と生産加工の関係はより明確で強固に根付
く可能性はあるが、資源の限定は生産加工の時期を制約する場合があり、
通年の継続的な組織運営が困難になる。資源の調達を外部化して調達範囲
を拡大する場合は、地域振興の意味あいが季節的に薄れる場合もあるが、
継続的な活動は維持されて地域振興は根付くことになる。
　市場との関係で見ると、収益が得られるのであれば特段の加工をせずに
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小分け包装にとどめるか、あるいはより上位の付加価値加工のレベルを選
ぶか、そして収益が維持できる生産量と出荷量の調整をどのように位置付
けるのか等を意思決定していく過程で市場の範囲、つまりその質と量と広
がりを捉える判断が必要である。本論の事例からすると、多くの生産者の
市場の認識は極めて漠然としている。生産活動を促す開発アクターも曖昧
な市場の認識しかもっておらず、いずれの組織に対しても近隣で市場を
拡大していくか、都市部市場へ拡大するか、あるいは全国に拡大するかを
選ばせている。県開発局職員や農業省普及員としても同様であり、また
OVOP普及本部や開発援助機関としても曖昧な市場認識にもとづいた判断
をしている。加工しない農産物の販路と加工食品としての販路が似て非な
るものであることの認識が生産者と開発アクター双方に欠落していること
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図 4　生産加工者の地域資源利用と開発介入者による開発の空間領域
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で、方々で範囲の拡大は阻まれることになった。本論では開発援助のもた
らした地域振興プログラムのもとに、生産者組織が原材料確保の空間認識
と市場の開拓にかかる空間認識を如何に位置づけ、その実践を試みている
かを検証し、開発資源と開発介入の影響をみてきたが、地域資源の捉え方、
特に調達の範囲の認識は生産活動の継続にとって重要であり、また市場の
範囲の認識について生産加工の意思決定について重要な過程ではありなが
ら、開発支援制度の穴となっていることが確認されたといえる（図 4 参照）。
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